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特 集 Ⅱ

人口減少期に対応した人口・世帯の動向分析と次世代将来推計システムに

関する総合的研究（その３）

新潟県内20市の人口移動分析

―その2 モビリティ変化の分析を中心として―

小 池 司 朗

Ⅰ．はじめに

本稿では，小池（2018）の続編として，「新潟県人口移動調査」から得られる新潟県内

20市の1980～2015年における人口移動データに着目し，モビリティ変化に焦点を当てて分

析を行った結果について述べる．小池（2018）においては，20市の移動数（転入数・転出

数）に間接標準化の手法を適用することによって移動数の変化を人口構造要因とモビリティ

要因に分解し，モビリティ要因でみれば1980年以降，大半の市において県内移動・県外移

動とも転出超過傾向が高まっていたことなどを明らかにした．ただし紙幅の都合上，各市

と当該市を除く県内および県外の1980～2015年を通した移動数変化の分析にとどめており，

個別地域間や期間別の移動に関する分析等については別稿に譲るとしていた．

本稿の目的は以下の2点である．第一に，各市における期間別や個別地域間の人口移動

のモビリティ変化に関して記述し，若干の考察を加えることとする．第二に，地域別の人

口構造を含む1980年時点で得られる変数を説明変数とし，県内・県外の1980～2015年のモ
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本稿では，主に新潟県20市の1980年以降のモビリティ変化に焦点を当て，各市における期間別お

よび個別地域間のモビリティ変化の分析を行うとともに，1980年時点で入手可能な情報を説明変数，

1980～2015年の県内および県外の転出・転入モビリティ比を従属変数とした重回帰分析を行い，モ

ビリティ変化をもたらす要因の抽出を試みた．その結果，期間別にみると転出・転入ともモビリティ

は短期的な変動も大きく景気の状況にも左右されること，個別地域間でみると県内移動と県外移動

の間で変化のパターンに大きな差があることに加え，とくに県外移動については東京圏とその他地

域との間で転入モビリティの差が明確に現れており，東京圏からの転入モビリティが著しく低下し

ていることなどが明らかになった．また重回帰分析からは，基準時点における高齢化率の高さがそ

の後の転入モビリティ低下（県内・県外とも）と大きく関連している可能性を示した．基準時点で

得られる地域別の人口構造が将来の転入モビリティ変化に有意という結果は，人口移動研究や地域

別将来人口推計において重要な知見といえよう．



ビリティ比１）を従属変数とした重回帰分析を行うことによって，モビリティ変化に有意な

変数の抽出を試みる．地域別のモビリティ変化を詳細に分析し，地域間の人口移動傾向を

的確に把握することは，将来人口推計の精緻化において重要であるのみならず，地方自治

体による各種地域計画の立案にも資すると考えられる．以下ではまず，分析対象とした地

域間移動に触れ，その後分析結果の説明に入ることとする．利用したデータや分析手法の

詳細等については小池（2018），移動数変化の人口構造要因とモビリティ要因への変化の

考え方については小池（2017）をそれぞれ参照されたい．

Ⅱ．分析対象とした地域間移動

分析対象とした地域間移動については既に小池（2018）で記しているが，本稿において

若干の補足も含め改めて触れておく．

本分析において標準化移動数の算出に用いた総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

の「参考表（年齢（10歳階級），男女，転入・転出市区町村別結果）」（以下，「参考表」）

は，基本的に男女年齢別・市区町村別のOD表が再現可能な形式となっているが，本統

計の留意事項にも記されているように，前住市区町村（又は現住市区町村）別に男女計の

年齢階級計が極めて少ない市区町村には，秘匿処理が施されている．つまり，前住市区町

村（又は現住市区町村）が「その他の区」，「その他の市町村」又は「その他の県」として

まとめられ，個別の市区町村間の移動数が不明となっているケースが多々存在する．今回

分析対象とした新潟県内20市においても同様であり，人口規模が小さく全体の移動数が少

ない市ほど「その他の市町村」や「その他の県」のなかに含まれる市町村数や都道府県数

は多くなる傾向がある．このような場合には，個別の市区町村間の移動を分析することが

不可能となる．また，「参考表」に個別の市区町村間の移動数が表章されていたとしても，

その数が少なくなれば本稿での分析過程で算出されるモビリティ比２）が不安定な値となり

がちであり，結果の解釈も困難なものとなる．

そこで本分析では移動を県内移動と県外移動に分けたうえで，1980～2015年の35年間を

通した県内個別地域間の分析については2016年の「参考表」に記載されている市間の転入

数・転出数がともに30人以上の場合に個別の市間の移動を対象とし，他の県内地域との間

の移動はすべてまとめて扱うこととした．その結果，各市において分析対象とする県内の

地域間移動は図1のとおりである．図1は横に観察し，たとえば新潟市については，新潟

市を除く19市との間の移動数（転入数と転出数）に関して個別に分析を行うが，町村部

（10町村）との移動に関しては町村部を合計した移動数により分析を行うことを意味する．

加茂市については，新潟市との間の移動数に関しては個別に分析するが，その他の県内市

町村に関しては各市町村との間の移動数をすべて合計した値により分析する．一方，1980

～2015年の35年間を通した県外移動３）で個別地域間の分析対象としたのは図2のとおりで
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1）1980年のモビリティを基準（＝1）とした2015年のモビリティを表す．

2）任意の期間において，期首時点のモビリティを1としたときの期末時点のモビリティを意味する．

3）国際移動は除外している．



ある．各市と地域ブロックとの間の移動数を集計した場合に一定量が得られる新潟市・長

岡市では県外を6区分した地域との間の移動数を分析対象としたが，その他の市について

は東京圏以外の道府県が「その他の県」としてまとめられているケースが多いため，県外

を東京圏とその他地域のみの2区分した地域との間の移動数を分析対象とした．

なお期間別にみたモビリティ変化については，県内移動と県外移動のみに分類している．

期間別かつ個別地域間の分析は結果の解釈が煩雑になるため割愛した．
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図１ 分析対象とした地域間移動（県内移動）

図２ 分析対象とした地域間移動（県外移動）



Ⅲ．各市におけるモビリティ変化

以下では各市におけるモビリティ変化の状況について，分析結果を県内移動と県外移動

に分け，それぞれについて期間別にみた変化と個別地域間でみた変化に分けて記す．

1． 県内移動

県内移動に関して1980年の転出モビリティおよび転入モビリティをそれぞれ1とした

2015年の転出モビリティ比および転入モビリティ比の分布は図3のとおりである．本図は

県内移動に関して1980～2015年の35年間を通した転出先および転入元の地域を限定しない

モビリティ比の分布であるが，以下では1980～2015年を5年ごとに区切った期間別モビリ

ティ比の変化，および35年間における個別地域間のモビリティ比の分布について述べる．

1.1 期間別にみたモビリティ比

20市の期間別転出モビリティ比を図4，期間別転入モビリティ比を図5にそれぞれ示し

た．各市のモビリティ比との比較のため，図には20市全体でみたモビリティ比も記してい

る．1980～2015年の35年間を通した20市全体の転出モビリティ比は1.179，転入モビリティ

比は1.191であり，モビリティは転出・転入とも上昇しているが，わずかに転入モビリティ

比の方が高い．モビリティ比が転出と転入で異なるのは県内移動のなかに町村部との移動

が含まれているためであり，転入モビリティ比の方が少し高いのは，市全体でみて町村部

からの転入超過傾向がやや強まったことを意味する．
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図３ 転出モビリティ比と転入モビリティ比の分布（県内移動：1980～2015年）
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図４ 期間別にみた転出モビリティ比（県内移動）

図５ 期間別にみた転入モビリティ比（県内移動）



図4・図5より，期間別にみたモビリティ比の変化は相当に大きいことが見て取れる．

全体としてみれば，人口規模の小さい市ほどモビリティ比は変化が大きく，不安定な動き

を示している．期間ごとにみると，モビリティが大きく低下した期間の後は大きく上昇，

または大きく上昇した期間の後は大きく低下というパターンが多くみられ，モビリティは

一時的な要因によって変化しやすいことが表れている．しかしながら，これらの図のみか

ら各市のモビリティ変化に一定の傾向を見出すことは難しく，より詳細には各市の各期間

におけるイベント等と関連づけて検証する必要があるだろう．

図6は，各期間における転出モビリティ比と転入モビリティ比を比較し，後者が前者を

上回っている場合に「○」，逆の場合に「×」を記したものである．「○」の期間は転入超

過傾向の強まりまたは転出超過傾向の弱まり，「×」の期間は転入超過傾向の弱まりまた

は転出超過傾向の強まりをそれぞれ表すと解釈できる．全7期間においてすべて「○」あ

るいはすべて「×」の市はなく，各市とも完全に一方向の傾向はみられない．しかし，新

潟市・新発田市・燕市では5期間で「○」となっており，新潟市およびその周辺地域にお

いて概ね一貫した転入超過傾向の強まりが観察されるのに対して，加茂市・五泉市・佐渡

市・魚沼市では6期間で「×」となっているなど，1980年時点において県内移動で転出超

過の傾向がみられた市では概ね一貫して転出超過傾向がさらに強まっている．期間別にみ

ると，1995→2000年以前においては「○」の市の数が8～10あるのに対して，2000→2005

年以降では「○」の市の数は6～7に減少している．つまり2000年以降においては，それ

以前と比べて県内移動の転入先が新潟市など特定の市に集中する傾向が強まっていること

を示唆しており，図3で示した1980～2015年のモビリティ比の分布も2000年以降の傾向が

多分に反映されているといえる．2000年以降における特定市への集中傾向の要因について
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図６ 各期間における転入モビリティ比と転出モビリティ比の大小関係（県内移動）



は今後解明していく必要があるが，一因として「平成の大合併」とも関連する広域的な人

口移動傾向の変化（小池・山内 2016）が影響している可能性もあるだろう．

1.2 個別地域間でみたモビリティ比

1980～2015年について，個別地域間で算出した

モビリティ比を表1に示した．表1は，表側の市

から表頭の市への移動に関する転出モビリティ比

であり，たとえば，新潟市から長岡市への転出モ

ビリティ比（長岡市からみれば新潟市からの転入

モビリティ比）は0.889であることを表している．

また，各市と県内町村部を含むその他地域間で算

出したモビリティ比は表2のとおりとなった．

表1から新潟市からの転出についてみると，近

接市である新発田市や燕市などにおいてモビリティ

比が1を上回っている反面，新潟市から比較的距

離のある市を中心としてモビリティ比が総じて1

を下回っており，とりわけ佐渡市（0.575）や魚

沼市（0.684）への転出モビリティの低下が著し

い．一方新潟市への転入モビリティをみると，長

岡市（0.876）を除いて軒並み1を超えている．

長岡市については，新潟市以外の全市で転入モビ

リティが1を超えている．新潟市以外の市間のモ
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表２ 各市と県内その他地域間の
モビリティ比（1980～2015年）

表１ 個別地域間のモビリティ比（1980～2015年）



ビリティ比をみると，1を超えているケースが目立っており，各市における人口減少・高

齢化のため移動数でみれば減少しているが，移動モビリティとしては全体として活発化し

ていることを表している．

県内その他地域との間を含めた個別地域間で求めた転出モビリティ比に対する転入モビ

リティ比の比を表3に示した．たとえば新潟市から長岡市への転出モビリティ比は上述の

とおり0.889，新潟市の長岡市からの転入モビリティ比は0.876であるので，新潟市からみ

た長岡市との両モビリティの比は，0.876／0.889＝0.985となる．この値が1を超えていれ

ば，表側の市における表頭の市町村に対する転入超過傾向が強まっている（または転出超

過傾向が弱まっている）ことを意味する．

新潟市における転出モビリティ比に対する転入モビリティ比の比は長岡市と新発田市を

除き1を超えており，県内移動に関して新潟市への転入超過傾向は県内全域的に強まった

といえる．長岡市においてもほぼ同様であり，三条市・新発田市・村上市を除いて転出モ

ビリティ比に対する転入モビリティ比の比は1を超えており，長岡市への転入超過傾向も

県内ほぼ全域において強まっている．図3で示したように多くの市で転入モビリティ比が

転出モビリティ比を下回っている大きな要因のひとつとして，各市から新潟市および長岡

市への転出超過傾向が強まったことがいえるだろう．他の市をみると，たとえば上越市で

は，新潟市・長岡市に対しては転出超過傾向を強めているものの，近隣市である十日町市・

糸魚川市・妙高市に対しては転入超過傾向が強まっており，人口移動に関して一定の中心

性を保っているとみることができよう．一方で，その他地域との間の移動も含めて，モビ

リティ比の算出対象としたすべての地域に対して転出モビリティ比が転入モビリティ比を

上回っている市も多くみられる（上述の十日町市・糸魚川市・妙高市など）．かつての県
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表３ 個別地域間の転出モビリティ比に対する転入モビリティ比の比（1980～2015年）



内移動は県内の各市を中心とした人口移動が多く発生していた状況であったが，人口減少

や高齢化の進展とともに，人口規模の小さい市における人口移動の中心性は弱まり，主に

新潟市と長岡市を中心とする移動パターンに変化していったと捉えることができる．

2． 県外移動

県外移動（国際移動を除く）に関して，1980年の転出モビリティおよび転入モビリティ

をそれぞれ1とした2015年の転出モビリティ比および転入モビリティ比の分布は図7のと

おりである．以下では県内移動と同様，1980～2015年を5年ごとに区切った期間別モビリ

ティ比の変化，および35年間における個別地域間のモビリティ比の分布について述べる．

2.1 期間別のモビリティ比

20市の期間別転出モビリティ比を図8，期間別転入モビリティ比を図9にそれぞれ示し

た．各市のモビリティ比との比較のため，図には20市全体でみたモビリティ比も記してい

る．1980～2015年の35年間を通した20市全体の転出モビリティ比は0.906，転入モビリティ

比は0.667であり，モビリティは転出・転入とも低下しているが，転入モビリティの低下

が大きく，市部全体では県外への転出超過傾向が強まっていることを表している．市部全

体でみると，2000→2005年までは転出モビリティ比と転入モビリティ比は反対方向の動き

を示しているが，2005→2010年および2010→2015年では同一方向の動きとなっている．全

市の期間別モビリティ比は，県内移動に比べるとやや変化の振れ幅が大きくなっており，

その時々の社会経済情勢はとくに県外移動に大きな影響を与えるものと考えられる．転出

と転入の双方のモビリティ比が大きく変化したのは，1990→1995年と1995→2000年の間で

あり，転出モビリティ比の上昇と転入モビリティ比の低下が顕著である．総務省統計局

「住民基本台帳人口移動報告」によれば，東京圏ではバブル崩壊後の1994～1995年に一時

―232―

図７ 転出モビリティ比と転入モビリティ比の分布（県外移動：1980～2015年）
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図８ 期間別にみた転出モビリティ比（県外移動）

図９ 期間別にみた転入モビリティ比（県外移動）



的な転出超過となった．東京圏との人口移動が盛んな新潟県では同時期に転入超過となっ

たものの，その直後に再び転出超過となった．上述のモビリティ変化はこうした人口移動

傾向の変化を反映しているといえる．

図10は，各期間における転出モビリティ比と転入モビリティ比を比較し，後者が前者を

上回っている場合に「○」，逆の場合に「×」を記したものである．全市でみて転入モビ

リティ比が転出モビリティ比を上回っているのは1985→1990年と1990→1995年の期間のみ

であり，その他の期間においては転出モビリティ比の方が大きい．とくに，1995→2000年

と2010→2015年では全市において，また2000→2005年では柏崎市を除く各市において転出

モビリティ比の方が大きく，県外への転出超過傾向は1995年以降ほぼ一貫して高まってい

る．2005→2010年において新潟市や長岡市を含む9市で転入モビリティ比の方が大きくなっ

ているのは，リーマン・ショック等の社会経済的要因により，東京圏など大都市圏への転

出超過傾向が一時的に弱まったことによるものと考えられる．各市をみると，概ね同様の

変化のパターンとなっており，県外移動に関してはモビリティ比の水準には差があるもの

の，期間別にも全県でほぼ共通した転出超過または転入超過の動きがみられるといえよう．

ただし，同じ上越地域に属する糸魚川市・妙高市・上越市では1980→1985年に転入超過傾

向となっているなど，県内地域別の特徴も若干ながら現れている．

2.2 個別地域間のモビリティ比

1980～2015年において各市と県外各地域との間で算出した転出モビリティ比・転入モビ

リティ比，および転出モビリティ比に対する転入モビリティ比の比を表4に示した．
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図10 各期間における転入モビリティ比と転出モビリティ比の大小関係（県外移動）
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表４ 各市と県外各地域との間の転出モビリティ比，転入モビリティ比，

および転出モビリティ比に対する転入モビリティ比の比（1980～2015年）



転出モビリティは，全体としてはやや低下気味であり，三条市・加茂市・見附市・燕市

を除く16市で1を下回っている．ただし，東京圏とその他地域との間でモビリティ比には

差がみられ，新潟市と長岡市では東京圏への転出モビリティ比の方が高い反面，他の18市

ではすべてその他地域への転出モビリティ比の方が高くなっている．新潟県内の各市は

1980年以前から東京圏への転出割合が高いが，なかでも新潟市と長岡市においては相対的

に東京圏への転出傾向がさらに強まっている状況にあるといえる．両市の東京圏への転出

モビリティ比を東京都と周辺3県（埼玉県，千葉県，神奈川県）に分けてみると，東京都

の方がやや高いもののさほど大きな差はない．一方その他地域への転出モビリティ比につ

いては，新潟市では各ブロックの間で大きな差がない反面，長岡市では北海道・東北や近

畿以西の値が高くなっており，遠距離の地域ほど転出モビリティ比が高い傾向がある．

転入モビリティは全市で低下しているが，転入元を東京圏とその他地域に二分すると，

全市において東京圏の転入モビリティ比の値が小さくなっており，とくに東京圏からの転

入が弱まる傾向が顕著に現れている．東京圏からの転入モビリティ比は全市で1を下回る

反面，その他地域からの転入モビリティ比は見附市と燕市のみ1を上回った．見附市と燕

市ではその他地域への転出モビリティ比も高く，人口移動が転入・転出とも活発化してい

るといえる．新潟市と長岡市では概ね同様の傾向がみられ，東京圏のなかでは周辺3県，

その他地域のなかでは北関東からの転入モビリティの低下が目立っている．長岡市におけ

る転出モビリティ比と同様，遠距離の地域ほど転入モビリティ比も相対的に高くなる傾向

が見受けられるようである．

結果として，転出モビリティ比に対する転入モビリティ比の比は全市で1を下回ってお

り，県外に対しては総じて転出超過傾向が強まっている．東京圏とその他地域に分けてみ

ると，全市において東京圏の比の方が小さく，東京圏に対する転出超過傾向の強まりが著

しい．その主因は上述のように転入モビリティの著しい低下であり，転出モビリティが上

昇しているわけではない．つまり，新潟県内の各市から東京圏へ転出する人の割合はほと

んど変化していないものの，東京圏から新潟県内の各市へ転出する人の割合が大きく低下

していることを表している．

Ⅳ．モビリティ比を従属変数とした重回帰分析

Ⅲ節でみてきたように，転出・転入の各モビリティは，人口規模が小さい市を中心とし

て，期間別にみても個別地域間でみても変化が大きくなっている．この点は，人口移動分

析において示唆に富んでいるといえるが，地域別将来人口推計の観点からは，人口移動仮

定の設定手法に検討の余地を与えるものである．地域別将来人口推計における緒課題のな

かには推計精度の向上が含まれるが，過去の国立社会保障・人口問題研究所による地域別

将来人口推計の誤差の大半は人口移動の仮定と実績の差によってもたらされており（山内・

小池 2015），将来の地域間人口移動傾向を的確に見通すことは，推計精度の向上に不可欠

な要素となっている．
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地域別将来人口推計の人口移動に関しては，直近の移動傾向を将来においても一定とす

る仮定が最も多く採用される（Smithetal.2013）．これは転出モビリティおよび転入モ

ビリティを推計期間中一定とすることを意味するが，一定の仮定が妥当か否かについては

吟味する必要があるといえよう．上述のように，新潟県の各市においては転出モビリティ・

転入モビリティともに1980年の段階から大きく変化しているケースが目立っており，モビ

リティが一定とはなっていないからである．当然ながら，推計を行う段階において将来の

モビリティ変化を見通すことは困難であり，この点が多くの地域別将来人口推計において

将来のモビリティを一定と仮定する主たる理由になっている．将来の人口移動が不透明な

状況においては，モビリティを一定とする仮定は有力であるものの，今回分析対象とした

新潟県各市の基準時点における（または基準時点において明らかな）地域別の属性とその

後のモビリティ変化の間に何らかの関係が認められるのであれば，得られた知見を今後の

地域別将来人口推計の人口移動仮定に適用することも考えられるだろう．もちろん，普遍

的な知見を得るには全国各地域における分析が必要であるが，その端緒として今回新潟県

の各市において算出されたモビリティ変化を説明する要因の抽出を試みる．

手法には重回帰分析を用いた．従属変数は，1980～2015年の県内および県外の転出モビ

リティ比と転入モビリティ比である．また説明変数は，（1）高齢化率（65歳以上人口割合），

（2）DID（人口集中地区）人口割合，（3）特別豪雪地帯ダミー，（4）新幹線駅ダミー，の4

つとした．（1）および（2）は1980年の国勢調査より

算出した．（2）については，DIDに含まれる人口

を各市の総人口で割ることによって算出した．（3）

は国土交通省国土政策局が公開している「国土数

値情報」の1980年の「豪雪地帯データ」により，

「豪雪地帯」と「特別豪雪地帯」に分類した．分

類にあたっては，各市の市役所の地点４）が「豪雪

地帯」および「特別豪雪地帯」のいずれに属して

いるかによって判別を行った．（4）は1982年に開

業した上越新幹線の駅の有無により判別を行った．

いずれも基準時点の1980年時点で得られる情報で

あり，（1）・（2）・（3）・（4）はそれぞれ，人口構造，

人口分布，気象，交通に関する属性と捉えること

ができよう．（3）・（4）のダミー変数の分布は，図

11のとおりである．

結果を表5に示した．なお，すべてにおいて変

数の選択は強制投入法を適用しているが，トレラ

ンスの値は最小でも0.4697となっており，変数間

の多重共線性は認められないといえる．表5のと
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図11「特別豪雪地帯」と「新幹線駅」

ダミー変数の分布

4）「国土数値情報」の「市区町村役場データ」（2014年8月31日現在）を用いた．



おり，県内の転出モビリティ比はDID人口割合と新幹線ダミーが5％水準でマイナスに

有意，県内の転入モビリティ比は高齢化率とDID人口割合がそれぞれ1％水準・5％水

準でマイナスに有意，県外の転出モビリティ比は高齢化率が5％水準でマイナスに有意，

県外の転入モビリティ比は高齢化率が1％水準でマイナスに有意となった．特別豪雪地帯

ダミーに関しては，いずれも有意とはならなかった．

以上の結果のなかで，県内・県外双方の転入モビリティ比に対して，高齢化率がいずれ

も1％水準でマイナスに有意となったのは注目すべきであろう．つまり，基準時点で高齢

化が進行している地域において，他の地域から当該地域への将来的な転入モビリティの低

下が著しいということになる．その一因としては，小池（2018）において指摘した人口構

造要因に起因するＵターン数の減少があると考えられよう．一般に，高齢化が進行してい

る地域では人口移動の活発な若年層人口が大幅に減少しているため，転出モビリティが一

定であったとしても域外への転出数は減少し，域外人口の増減率が当該地域人口の増減率

よりも高ければ，域外人口に占める当該地域出身者の人口割合は低下する．したがって，

域外に居住する当該地域出身者が継続的に同じ割合で当該地域にＵターンしたとしても，

域外人口全体に占める当該地域への転入数の割合は低下することになる．とりわけ東京圏

からの転入モビリティの低下が顕著なのは，東京圏居住者に占める新潟県各市の出身者割

合の低下と密接に関係していると考えられる．ただし，この点を明らかにするには他のデー

タを活用した検証が不可欠であり，今後の課題でもある．

他の変数に関しては，DID人口割合は，県内の転出モビリティ比と転入モビリティ比

に対してともに5％水準でマイナスに有意であり，新潟県の各市に限ってみれば，人口移

動には中立的な要因であることが推察される．新幹線ダミーは，県内の転出モビリティに

対してのみ5％水準でマイナスに有意であり，新幹線駅の新規設置によって転入が促進さ

れるよりはむしろ，県内他地域への転出を抑制する効果があった可能性がうかがえる．特

別豪雪地帯ダミーはいずれに対しても有意とならなかったものの，より小地域単位でみれ

ば有意となる可能性もあり得るだろう．今回は，1980年時点で得られる情報として説明変

数を4つに限定して分析を行ったが，他にもモビリティ変化に有意な自然・社会経済的変

数は存在すると考えられる．利用可能なデータにより，モビリティ変化に有意な人口構造

以外の要因を抽出することも今後の課題としたい．
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表５ 重回帰分析の結果



Ⅴ．おわりに

本稿では，主に新潟県20市の1980年以降のモビリティ変化に焦点を当て，各市における

期間別および個別地域間のモビリティ変化の分析を行うとともに，1980年時点で入手可能

な情報を説明変数，1980～2015年の県内および県外の転出・転入モビリティ比を従属変数

とした重回帰分析を行い，モビリティ変化をもたらす要因の抽出を試みた．その結果，期

間別にみると転出・転入ともモビリティは短期的な変動も大きく景気の状況にも左右され

ること，個別地域間でみると県内移動と県外移動の間で変化のパターンに大きな差がある

ことに加え，とくに県外移動については東京圏とその他地域との間で転入モビリティの差

が明確に現れており，東京圏からの転入モビリティが著しく低下していることなどが明ら

かになった．また重回帰分析からは，基準時点における高齢化率の高さがその後の転入モ

ビリティ低下（県内・県外とも）と大きく関連している可能性を示した．他にも，新幹線

駅の設置が転出モビリティの低下に有意であるなど，人口構造以外の属性とモビリティ変

化との間の関係についても一定の手がかりが得られた．

本稿の分析のなかで，基準時点で得られる地域別の人口構造が将来の転入モビリティ変

化に有意という結果は，人口移動研究や地域別将来人口推計において重要な知見であると

思われる．詳細には他地域の事例も併せて分析を行う必要があるが，人口構造とモビリティ

変化の間にある程度定量的な関係を見出すことができれば，地域別将来人口推計の人口移

動仮定設定に得られた関係を適用することも可能となるだろう．国立社会保障・人口問題

研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」では，人口移動モデルに初めて多

地域モデルを採用したことによって，従来の推計に比べて人口移動傾向の正確な投影が可

能となったものの，例外仮定も含め将来の転出・転入に関して蓋然性の高い仮定設定のあ

り方については課題が多く残されている．この課題を解決するためには，過去に観察され

た地域別モビリティ変化について丁寧な分析を行い，全域的な傾向を導き出すという方向

性が有力と考えられる．その意味でも，今回の分析において利用した「新潟県人口移動調

査」のような長年にわたって蓄積されてきた人口移動統計は貴重であり，今後も地方自治

体によって独自に作成されたデータを活用した人口移動分析を継続発展させていく必要が

あるだろう．

付記

本研究は，厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「人口

減少期に対応した人口・世帯の動向分析と次世代将来推計システムに関する総合的研究（研究代表

者石井太，課題番号（H26-政策-一般-004））」，および，厚生労働行政推進調査事業費補助金「国際

的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推計とその応用に関す

る研究（研究代表者石井太，課題番号（H29-政策-指定-003））」による助成を受けた．
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DemographicalMigrationAnalysisof20CitiesinNiigataPrefecture
Part2:WithaCentralFocusontheAnalysisofMobilityChanges

ShiroKOIKE

Thispaperfocusesonmobilitychangesin20citiesinNiigataprefecturefrom1980onward,

anddiscussesthechangesbetweenperiodsandindividualareasineachcity.Multipleregression

analysiswasperformedwithinformationavailablein1980asexplanatoryvariablesandmobility

ratiosfrom1980to2015ofin-migrationandout-migrationasdependentvariables,toattemptto

extractfactorscausingmobilitychanges.Asaresult,intermsofperiod,mobilitywashighlysub-

jecttoshort-termfluctuationsandalsoaffectedbytheeconomicsituation,andintermsofindivid-

ualarea,therewasalargedifferenceinthepatternsofchangebetweenintra-andinter-prefecture

migration.Inaddition,amarkeddifferenceinin-migrationmobilitychangeappearedbetweenthe

Tokyometropolitanareaandotherareas,anditbecameclearthatin-migrationmobilityfromthe

Tokyometropolitanareahaddeclinedremarkably.Themultipleregressionanalysissuggeststhe

possibilitythatthehighagingrateatthebaseperiodisgreatlyrelatedtothesubsequentreduction

ofin-migrationmobility(bothintra-andinter-prefecturemigration).Theresultthatthepopulation

structurebyregionobtainedatthebaseperiodissignificantintermsofchangesinin-migration

mobilityinthefutureseemstobeanimportantfindingformigrationresearchandregionalpopu-

lationprojections.




